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Abstract : The mission of marketing is to “sell a firm’s products in large quantities without relying on price competition.”
To achieve this mission, Japanese manufacturers have continually introduced homogeneous new products and
developed their own distribution channels, but these methods are no longer effective. This paper provides a theoretical
examination of the reasons why traditional marketing has become dysfunctional and defines the conditions for
revitalizing marketing. The findings show that (1) two factors, power shift to distributors and commoditization, are making
traditional marketing dysfunctional, and (2) in order to revitalize marketing, manufacturers need to resolve the dilemma
of aiming for product differentiation while relying on distributors who are accelerating commoditization.
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要約：マーケティングのミッションは，「自社製品を，価格競争に頼らずに大量販売すること」にある。わが国の製造業者は，
このミッションを達成するために「同質的な新製品の連続投入」と「流通系列化」を推進してきたが，こうした手法は既にその
有効性を失っている。そこで本論は，旧来のマーケティングが機能不全に陥った理由と，マーケティングを再生させるための条
件を理論的に検討する。そこでは，（1）「流通業者へのパワーシフト」と「コモディティ化」の 2要因が，マーケティングの機
能不全を引き起こすこと，（2）マーケティング再生のために，製造業者は「コモディティ化を加速させている流通業者を頼りな
がら，製品差別化を目指すことのジレンマ」を解消する必要があることが指摘される。
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I．はじめに

本論の研究課題は，「わが国の消費財製造業者が，高度
経済成長期から平成期にかけて実践してきたマーケティ
ング戦略」（いわゆる日本型マーケティング）について，
（1）それが機能不全化したメカニズムと，（2）マーケ
ティングの有効性を取り戻すための条件を，理論的に検
討することにある。本題に入る前に，この研究課題の背
後にある問題意識を述べる。その足掛かりとして，まず
は次の雑誌記事をご覧頂きたい。

「ビデオはメーカー間の競争が激しく，開発目標を無
理矢理に設定してきたという歴史があります。…こ
れまでも，長時間化の競争で録画時間 2時間を 4時
間あるいは 6時間にする開発も，100％明確な技術

的可能性のうえに立ってやったことではありませ
ん。…だから，先の見通しが不明確でも頑張るとい
うやり方は通用するし，関係者はみなその心がまえ
でやっています。」（President, 1982, p. 261）

「家電量販店のコンパクト・デジタルカメラ売り
場。…それぞれの製品には値段とともに，機能の有
無や性能の数値を示す一覧表がついている。…メー
カーは各社とも，ライバルよりも少しでも性能の数
値を高めたり，たくさんの機能を盛り込んで，自社
の製品を差別化しようと躍起だ。メーカーをこんな
スペック競争に駆り立てるのは『恐怖心』だと，あ
る大手家電メーカーの幹部は教えてくれた。他社よ
りも機能の有無や性能で見劣りすれば，消費者が選
んでくれないという不安に支配される。」（Nikkei
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Business, 2007, p. 31）

「消費者が特定の家電を買いに来るのは数年に 1度
だ。消費者にとって，毎年のようなモデルチェンジ
は必要ないといえる。ある大手メーカーの製品開発
担当者は『モデルチェンジは，実は量販店の店員を
飽きさせないためだ』と打ち明ける。モデルチェン
ジしないと，新製品に追いやられて製品が店頭から
消えてしまうのだ。」（Nikkei Electronics, 2012, p. 47）

上記は，いずれも家電業界のマーケティングに関する
雑誌記事の抜粋である。1つ目の記事は 1982年当時の，
2つ目と 3つ目の記事はそれから約四半世紀後の製品開
発の情景を，それぞれ映し出している。これらの記事か
ら指摘できることは，次の 2点である。第 1に，かつて
は競争をリードするための手段であった「性能・品質改
善」という営みが，今では競争から脱落しないための防
衛手段に変質していること，そして第 2に，製品開発競
争のルールやペースの設定者が，製造業者から大手流通
業者へと移動したことである。
以上に指摘したポイントは，「製品の性能・品質を絶え
ず改善させ，それを統制されたチャネルで販売する」と
いう旧来のマーケティングが，もはや通用しなくなった
ことを意味している。ただし本論は，「旧来のマーケティ
ングが通用しなくなった」という事実を強調したいので
はない。重視すべきは，「旧来のマーケティングが通用し
なくなって久しいにもかかわらず，マーケティングの再
生条件が未解明のままに残されている」という点にある。
マーケティングの本来のミッションは，「自社製品を，
価格競争に持ち込まずに大量販売すること」にある
（Tamura, 1971）。そして，そのためのマーケティング行
為は，水平的競争と垂直的取引が交錯する市場において
展開される（Furo, 1968）。それでは今日の市場環境の中
で，マーケティングのミッションを効果的に達成するた
めの鍵は何であろうか。われわれマーケティング研究者
は，このマーケティングの根本問題から目を背けず，わ
が国の製造業者が実践してきたマーケティングとその将
来像を検討する任務を負っているはずである。これが本
論の問題意識に他ならない。
本論の構成は次のとおりである。第 2節では，わが国
の製造業者がこれまで実践してきたマーケティングの骨
格を示す。第 3節では，その旧来のマーケティングが，
「流通業者へのパワーシフト」と「製品のコモディティ
化」によって機能不全化するメカニズムが説明される。

第 4節では，マーケティング再生のために，製造業者は
「コモディティ化を加速させている流通業者を頼りなが
ら，製品差別化を目指すことのジレンマ」を解消する必
要があることが指摘される。第 5節では，そのジレンマ
の具体的な解消方法が提案される。

II．日本の製造業者が実践してきたマーケティング

マーケティングという概念は，19世紀後半から 20世
紀にかけて，アメリカにおいて誕生した。当時のアメリ
カでは，製品を大量に生産する技術が利用可能になり，
また交通・通信網の発達によって，それまで分断されて
いたローカルな市場が連結されつつあった（Furo, 1968;

Tedlow, 1990）。こうして大量生産と大量消費が結びつく
機運が高まったものの，ここで製造業者は 1つの困難に
直面した。それは，「大量に生産した自社製品を，値下げ
に頼らずに，大量に販売するにはどうすれば良いか」と
いう問題である。
大型機械を導入すれば，確かに製品を大量に生産でき
る。しかし固定費を回収するには，その製品を大量に売
り捌かなければならない。製品を大量に販売する最も単
純な方法は値下げである。しかしそれは，他社の対抗的
値下げと破滅的な価格競争を招くため，長期的に見れば
有効な方法になりえない（Furo, 1968; Tamura, 1971）。そ
こで必要とされたのが，「自社製品を，価格競争に持ち込
まずに大量販売する方法」である（Tamura, 1971）。これ
がマーケティングに課せられたミッションの原型であり，
製造業者はそのために，常勤セールスパーソンの雇用，
自社製品流通網の整備，製品へのブランド付与，広告活
動等のツールを編み出してきた（Furo, 1968; Tamura,

1971）。
以上の経緯により生まれたマーケティングという概念
は，第二次世界大戦後に日本に輸入される。戦後の日本
では，様々な業界において革新的技術や大型設備への投
資競争が展開され，シェア争いや販売競争が熾烈化した
（Yonekura, 1999）。その結果，日本の製造業者もまた，ア
メリカの製造業者がかつて経験した問題に直面した。そ
のような中，日本生産性本部がアメリカに視察団を派遣
する。そして視察団が日本に持ち帰った概念の 1つが
マーケティングであった。マーケティングは，過剰生産
や乱売競争から脱却する手がかりとして，一躍脚光を浴
びることになった（Kohara, 1995）。
その後，高度経済成長期の到来により，増大する国民
所得を巡る企業間の争奪競争が熾烈化する（Ikeo, 1999;
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Yonekura, 1999）。重要なことに，その熾烈な競争を勝ち
抜いた製造業者群には，共通するマーケティングのパター
ンが存在していた。それは「同質的な新製品の連続投入」
と「流通系列化」である（Ikeo, 1999; Ishii, 1984; Tamura,

1986, 1996）。
高度経済成長期においてマーケティングのミッション
を達成するためには，何よりもまず，他社より優れた製
品を開発しなければならなかった（Ishii, 1984; Tamura,

1986）。しかも市場の成長期にあっては技術革新のスピー
ドが速く，消費者ニーズも高度化するため，その変化に
適応するには，優れた製品を連続投入することが不可欠
であった。
なおここで言う「優れた製品」は，「他社製品と同種の
提供価値（製品属性）について，その水準を向上させた
製品」を意味する。当時の日本の消費者は製品知識に乏
しかったため，既存製品から大きく逸脱する価値を持つ
製品よりも，小さな改善を施した製品を支持する傾向に
あった（Ikeo, 1999）。加えて市場の成長段階にあっては，
技術革新が活発に起こるため，既存の製品属性水準を向
上させることも容易である（Ishii, 1984; Takashima &

Kuwahara, 2008）。それゆえ，重視すべき製品属性（性能
や品質の指標）を他社と共有しながら，その水準を絶え
ず改善させること，つまりは「同質的な新製品」の連続
投入が，当時の市場環境に適合していたのである（Ikeo,

1999; Takashima, 2000）。
ただし，同質的製品の連続投入は，販売数量の増加と
販売価格の安定を保証するものではない。なぜならば，
同質的な製品を独立した流通業者を通じて販売する限り，
流通段階における他社製品との競争が待ち受けているし，
乱売によって製品価格が下落する可能性も払拭できない
からである（Furo, 1968）。これらの問題を解決するため

に取られた方策が，流通系列化である。系列化は，流通
段階における自社製品の優先的な取り扱いと乱売抑制を
実現するための鍵であった。多くの製造業者は，製品の
フルライン化や建値制・リベート制の導入を通じて，市
中の流通業者を系列化した（Ikeo, 1999; Tamura, 1996）。
以上，高度経済成長期以降に観察された，わが国の製
造業者のマーケティングを素描した。その内容を図式化
すれば，図 1のとおりである。同質的な新製品を間断な
く開発し，それを系列化されたチャネルで販売する。そ
うすることで，製品価格の設定権を行使しながら（値下
げに頼らずに），自社製品の販売数量を増加させることが
可能になる。ここで生じる市場シェアの増大は，製造業
者の市場支配力をさらに高め，自身の価格設定権をより
強固なものとする（Tamura, 1996）。これこそが，旧来の
「マーケティングの勝ちパターン」であった。

III．旧来型マーケティングの機能不全

前節で素描したマーケティングの勝ちパターンは，平
成期以降，急速にその有効性を失うことになる。その原
因となったのが，「流通業者へのパワーシフト」と「製品
のコモディティ化」である。以下，順に検討しよう。

1．流通業者へのパワーシフト
流通系列化は，品揃え形成，販売方法，あるいは小売
価格の設定等，本来は流通業者の領分にある意思決定を，
製造業者が統制するものである。製造業者が流通業者の
意思決定を統制できたのは，流通業者よりも製造業者の
パワーが強かったからに他ならない。
組織間のパワーは，依存関係の非対称性から生まれる

（Pfeffer & Salancik, 1978）。かつての日本市場において

旧来のマーケティングの勝ちパターン

同質的な新製品の
連続投入

流通系列化（自社
製品の優先的販
売，乱売の抑制）

価格設定権を維持
しながら，販売数量
を増加させる

利益拡大

シェア拡大

図1　　
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は，製造段階が寡占化されていた一方で，流通段階にお
いては業種別に分かれた零細小売業が多数存在していた。
それゆえ，製造業者は特定の流通業者に依存せず，他方
で流通業者は，代替的な仕入れ先が限られているために
特定少数の製造業者に依存することになった。つまり高
度経済成長期においては，パワーに関して製造業者に有
利な市場構造が存在していた（Ishihara, 1982; Takashima,

1994; Tamura, 1986）。加えて製造業者は，中小の流通業
者にリベートや店舗経営に資するアドバイスを提供し，
そこに意図的な「貸し借り」の関係を作り出した。多く
の経営資源を供与された流通業者は，資源交換の不均衡
を是正すべく製造業者の意向に従おうとするため，製造
業者のパワーはより強固なものとなった（Ishii, 1983;

Takashima, 1994）。
しかし 1990年代頃より，流通業者へのパワーシフト

が起こる。その最も重要な原因は，流通業者のチェーン
展開および品揃えの拡大である（Ikeo, 1999; Tamura,

1996）。チェーン展開によって販売力を増強させた（系
列傘下外の）流通業者は，製造業者にとって無視できな
い重要な販売ルートとなる。また流通業者が品揃えを総
合化すれば，当該流通業者の仕入先が分散するため，特
定製造業者への依存度は低下する。このように流通業者
の組織化・大型化は，製造業者の販売依存度を高め，流
通業者の仕入依存度を低める方向に作用するため，ここ
に流通業者優位のパワー構造が生まれる（Ishihara, 1982）。
大手流通業者の台頭とパワーシフトにより，様々な業
界において系列店チャネルが弱体化した。そして製造業
者は，自身の価格設定権を失いはじめ，自社製品の優先
的な取り扱いを流通業者に求めることも困難になった
（Tamura, 1996）。こうして，かつての勝ちパターンの構
成要素が，1つ失われることになる。

2．製品のコモディティ化
チャネルの統制と共に，勝ちパターンのもう一方の構
成要素である「同質的な新製品の連続投入」も，20世紀
末頃から機能不全に陥った。それは，コモディティ化と
呼ばれる現象と密接に関連している。コモディティ化と
は，「製品間で性能・品質の差異がほとんどなくなるこ
と，あるいはその結果として，企業が顧客にアピールで
きる他社との違いが製品価格のみに収斂してしまう状態」
を意味する（Kusunoki, 2006）。
高度経済成長期においては，たとえ同質的な製品であっ

ても，性能・品質の間断なき改善によって消費者の需要
や支払い意思額を拡大させることができた（Ikeo, 1999）。

しかし市場が成熟段階に移行すると，画期的な技術革新
は起こりにくくなり，消費者の購買関与も低下する（Ikeo,

1999; Takashima & Kuwahara, 2008）。製造業者が従来の
ように製品改善に注力しても，その改善度がわずかなも
のに留まるため，もともと同質的であった製品群はます
ます同質化する。加えて，購買関与を低下させた消費者
は，製品群の些末な改善や差異を重視しないため，支払
い意思額も頭打ちになる。かくして製造業者は，せっか
く開発した新製品の急速な陳腐化と収益性の悪化に悩ま
されることになる。ここに見られる現象が「コモディティ
化」に他ならない。
同質的な新製品の連続投入は，性能・品質の改善が消
費者の需要や支払い意思額を向上させる限りにおいて正
当化できた。しかし，その製品開発方針の正当性は，コ
モディティ化の進行によって打ち砕かれることになる。

3．パワーシフトが加速させるコモディティ化
既存研究は，コモディティ化の発生原因を，部品のモ
ジュール化やアセンブリ段階の過当競争等に求めてきた
（Kusunoki, 2006; Nobeoka, 2011）。しかしコモディティ化
は，完成品流通段階における競争や品揃え行動に起因し
て生じることもある。
たとえば昨今の家電業界では，製造業者に対する大手
量販店の交渉力が強く，量販店間の価格競争も激しいた
め，新製品の小売価格がすぐに下落する傾向にある。そ
こで製造業者は，値崩れを防ぐ（小売価格をリセットす
る）ために，革新的要素を伴わない表層的なモデルチェ
ンジを繰り返すことになった（Yamaguchi, 2024）。この事
例は，流通業者へのパワーシフトに対する防衛策として
「同質的な新製品の連続投入」が行われ，皮肉なことにそ
れがコモディティ化を進行させていることを示唆してい
る。また家電量販店では，各製品の性能が一覧表となっ
て比較に晒される。そのため製造業者は，数値や機能の
有無で他社製品に見劣りすることが許されないと考え，
過剰なスペックを製品に盛り込むことになった。それゆ
え消費者は，更なる性能改善に対して追加的対価を支払
おうとしなくなった。
加えてコンビニエンス・ストア（以下，コンビニ）に
おいて陳列される飲食料品についても，コモディティ化
が進行していると考えることができる。大手コンビニ・
チェーンは，その圧倒的な販売力と需要分析能力ゆえに，
製造業者に対して強力なパワーを有している。そしてそ
のパワーは，製品の生殺与奪権の行使という形で現れる。
在庫回転率を重視するコンビニは，発売直後から高い
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売上を達成できる製品の納入を，製造業者に要求する
（Kato, 2002）。しかもコンビニ業界の寡占化により，有
力チェーンのシェルフ・スペースを巡る争いが熾烈化す
るため，製造業者は新製品を間断なく投入せざるを得な
い状況に追い込まれる。とはいえ，高い売上が期待でき，
かつ既存製品と一線を画す革新製品を開発し続けること
は至難の業である。結果として製造業者は，他社のヒッ
ト製品の模倣やトレンドを参照した新製品でもって急場
を凌ぐしかなくなる。そのような事態に陥れば当然，製
品間の差異は小さくなるため，やはりコモディティ化が
発生する（Yuki, 2023）。
以上に挙げた家電や飲食料品の事例は，「流通業者への

パワーシフト」と「コモディティ化」が，それぞれ独立
に進行するというよりも，前者が後者を加速させる関係

にあることを示している。大手流通業者の台頭やその競
争行動は，流通系列化を弱体化させるのみならず，コモ
ディティ化を加速させることで，同質的製品の連続投入
の有効性も低下させる。ここに，かつての「マーケティ
ングの勝ちパターン」が機能不全に陥るメカニズムを図
式的に整理すれば，図 2のようになる。

IV．マーケティングの再生条件

1．マーケティングの現状と理想
ここまでの議論を踏まえて，次に，機能不全化したマー

ケティングを再生させるための条件を検討する。
図 3は，わが国の製造業者の現在地（現状），および
マーケティングのミッションを達成する上で要請される

「マーケティングの勝ちパターン」の機能不全

同質的な新製品の
連続投入

流通系列化（自社
製品の優先的販
売，乱売の抑制）

価格設定権を維持し
ながら，販売数量を
増加させる

パワーシフト（流
通業者の組織化・
大型化）

コモディティ化の進行によって，新製品に
対する需要や支払い意思額が頭打ちになる。 

大手流通業者の台頭によって，自社製品の優先
的販売と乱売抑制のための橋頭堡が失われる。

流通業者の熾烈な価格競争や
シビアな品揃え行動が，コモ
ディティ化に拍車をかける。

市場成熟化やパワー
シフトに伴うコモデ
ィティ化の進行
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立ち位置（理想像）を表現したものである。横軸は，各
製造業者と，その取引相手となる流通業者のパワー関係
を示している。縦軸は，各製造業者の製品がどれだけ差
別化できているかを示している。したがってこの図は，
「垂直的取引と水平的競争が交錯する市場」（Furo, 1968）
における製造業者のポジションを俯瞰するものと言える。
流通業者の組織化・大型化が進んでいる今日にあって
は，多くの製造業者が劣位なパワー構造に直面している。
加えて市場の成熟化は，技術革新ペースの鈍化や消費者
の関与低下を通じて，コモディティ化を引き起こす。よっ
て一般的傾向として，製造業者はセル 4の位置に立って
いると考えることができる。
製造業者にとっての理想的な立ち位置は，セル 1であ
る。既述のとおり今日では，同質的な新製品を連続投入
してみても，個別需要や支払い意思額は増大しない。そ
れゆえ，高度に差別化された製品の投入が必要になる
（Ikeo, 1999）。加えて，流通業者との間に有利なパワー関
係を構築できれば理想的である。製造業者のパワーが強
ければ，流通段階における自社製品の優遇（優先的な取
り扱いや価格競争の抑制）が期待できるからである。
ここで問題となるのは，どうすれば図 3のセル 4から
セル 1に移動できるのか，という点である。そのプロセ
スには 2つのルートが存在する。第 1はセル 2経由型，
つまり「製品差別化の強化を先行させて，その後に，自
社に有利なパワー関係を確立する」というルートである。
第 2はセル 3経由型，すなわち「まずは流通業者からの
パワー奪取を優先し，その上で製品差別化を強化する」
というルートである。

2．パワーの強化は可能か
これら 2つのルートのうち，まず後者（セル 3経由

型）のルートに注目しよう。前節で指摘したように，製
造業者のパワーが強くなるのは，（1）取引依存度が有利
になるときと，（2）資源交換の不均衡を効果的に作りだ
せるときである。このうち取引依存度は，製造段階と流
通段階それぞれの市場構造によって規定されるため，個々
の製造業者の努力によって操作することは困難である
（Ishihara, 1982; Takashima, 1994）。また，製造業者はこれ
まで「貸し借りの関係」を意図的に作り出すべく，流通
業者に対して店舗経営のノウハウやリベートを提供して
きた。しかし大手流通業者は，製造業者による経営援助
を必要としないし，リベートを提供したところで，それ
は小売価格引き下げの原資として利用されることになる
（Takashima, 2012）。それゆえ資源交換の不均衡によって

パワーを創出することも難しい。
ただし製造業者には，資源交換の不均衡からパワーを
生み出す方法が 1つ残されている。それは高度に差別化
された製品の市場化である（Takashima, 1994）。差別化さ
れた製品は消費者の強い選好を生み出し，小売段階にお
いて多くの消費者を引き付ける。流通業者は，そのよう
な製品を品揃えに加えることが，自身の顧客吸引や収益
獲得にとって重要であると考えるだろうし，代替的製品
が少ない中での当該製品の納入停止は，流通業者の顧客
吸引を阻害するために大きな脅威となるであろう
（Takashima, 1984）。そのため，流通業者は当該製品の取
り扱いを優遇し，また製造業者の意向に沿う販売方法を
採用するのである。
以上の議論に従えば，製造業者は差別化された製品を
市場化できれば，流通業者とのパワー関係において優位
に立つことができる。ただし重要なことに，ここに述べ
たパワーの獲得方法は，「流通業者からのパワー奪取を優
先し，その上で製品差別化を強化する」というセル 3経
由型のルートではない。むしろそれは，「製品差別化を先
行させ，それを梃子として有利なパワー関係を確立する」
というセル 2経由型のルートである。製品差別化以外
に，製造業者のパワーを強化する術がないとすれば，セ
ル 2経由型のルートがマーケティングを再生させるため
の現実的なオプションとなる。しかし当該ルートにおい
ても，それ固有の困難が待ち受けている。次にその点を
検討しよう。

3．製造業者のジレンマ
マーケティングの再生方法として現実的なオプション
は，「製品差別化を先行させて，その後に有利なパワー関
係を確立するルート」であると考えられる。実際，流通
業者のパワーが強い業界にあっても，差別化された製品
は流通段階で優遇されている。たとえば家電量販店では，
多数の製品が同じコーナーに一同に陳列されることが珍
しくないが，一部の製造業者はブランド・イメージを具
現化した特別なブースを設けて，自社製品を競合製品か
ら隔離して販売することが許されている。それが許され
るのは，当該製品が高度に差別化されており，その製品
（ないし製造業者）の顧客吸引力に流通業者が依存してい
るからである。
ただし上記の事例は，「差別化された製品を既に保有し

ている製造業者であれば，流通業者のパワーに対抗でき
たり，自社製品に対する優遇を引き出したりすることが
できること」を述べているに過ぎない。現時点で差別化
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された製品を保有していない製造業者は，差別化水準の
高い製品を新規に開発することが，流通業者のパワーに
対抗するための条件となる。
しかし，ここで製造業者は大きな問題に直面する。そ
れは，「自社製品の再販売を大手流通業者に依存しなが
ら，差別化された製品を開発すること」の困難である。
たとえば家電の製造業者は，小売価格の急激な下落に対
応するために，表層的なモデルチェンジを繰り返さざる
を得ず，革新的な製品を開発する余裕を失っている。飲
食料品やアパレル等の業界も，ほぼ同じ状況に直面して
いる。これらの業界では，流通段階での在庫回転率の改
善圧力が大きく，売れ行きの芳しくない製品はすぐに死
筋の烙印を押され，店頭から排除される。製造業者は，
シェルフ・スペースの獲得・維持のために，売れ筋製品
の模倣や既存製品のリニューアルに忙殺されることに
なる。
前節で述べたとおり，寡占的流通業者の熾烈な価格競
争やシビアな品揃え行動は，コモディティ化を促す効果
を有している。製造業者が，こうした行動を採る流通業
者に自社製品の再販売を委ねつつ，なおかつ差別化され
た新製品を開発することは難しい。なぜならそこには，
「コモディティ化を加速させている流通業者を頼りなが
ら，製品差別化を目指すことのジレンマ」，より正確に言
えば，「流通業者の自社製品優遇を引き出すために製品差
別化が求められている一方で，その流通業者を通じた再
販売こそが，差別化された製品の開発機会を奪っている
というジレンマ」が存在するからである。
それでは，製造業者はこのジレンマをどのように克服
できるのであろうか。コモディティ化のプレッシャーに
抗って製品差別化を実現するために，どのような方策が
考えられるのであろうか。節を改めて，この点を検討する。

V．ジレンマの解消方法

前節で指摘されたジレンマを解消する方法として，
（1）流通業者の行動を変える，（2）チャネル構造を変え
る，（3）製造業者自身が変わる，という 3つの方策が考
えられる。以下，各方策を順に敷衍しよう。

1．流通業者の行動を変える
製品の生殺与奪権を握る大手流通業者は，自らの在庫
回転率や顧客吸引力を高めるために，死筋製品を店頭か
ら即座に排除する。その結果，製造業者は次々に排除さ
れる製品の穴を埋めるべく，次から次へと新製品を市場

化しなければならない。そうした過剰なプレッシャーの
中では，「差別化された製品を腰を据えて開発する余裕」
は消滅する（Hirschman, 1970; Yuki, 2023）。その結果と
して，自社製品の再販売を流通業者に頼りながら，製品
差別化を実現することが困難になる。
だとすれば製造業者は，流通業者の死筋排除のスピー

ドをコントロールすることで，差別化された製品を開発
する余裕を取り戻すことができるはずである。たとえば，
製造業者が流通業者に対して関係特定的投資（特定の相
手との取引においてのみ役立つ投資）を行えば，当該流
通業者はその製造業者を「自らの競争優位を実現する上
での重要なパートナー」と見なすようになる（Choi,

2009; Kubo, 2011; Yahagi, 2014）。この場合，関係特定的
投資を受けた流通業者は，製造業者との取引を離散的な
ものではなく関係的なものと捉えるため，当該製造業者
の製品を優遇したり，あるいはその製品開発を支援した
りすると予想される。
このように，取引関係の強化を通じて流通業者の行動
を変えることは，製造業者が直面するジレンマを解消す
るための手段になりうる。ただし，強いパワーを有する
流通業者に対して関係特定的投資を行うことは，製造業
者の立場をますます脆弱にするかもしれない。なぜなら
関係特定的投資は，その取引が終結してしまうと回収が
困難になるため，「事後的に不利な契約条件を提示されて
も，それを受け入れざるを得ない」という弱み（いわゆ
るホールドアップ問題）が製造業者サイドに生じるから
である（Klein et al., 1978）。このように，流通業者との
関係強化が諸刃の剣になる場合には，次に述べる「チャ
ネル構造を変える」という方策が有効になるかもしれ
ない。

2．チャネル構造を変える
強いパワーを有する流通業者と取引する限り，自社製
品の生殺与奪や新製品の開発ペースをコントロールでき
ないのであれば，そのジレンマを打破する最もシンプル
かつ強力な方策は「流通段階の垂直統合」ということに
なる。つまり，流通業者を介さない直接流通体制に切り
替えれば，製品の短命化とそれによる製品同質化に悩ま
されずに済み，差別化された製品の開発・育成を粘り強
く行う余地が生まれると予想される。
たとえば，ワールド等の大手アパレル・メーカーは，

卸売事業以外の収益機会を模索する中で SPA業態の開発
を進め，小売段階の垂直統合によって品揃え形成を直接
コントロールしてきた（Fujita & Ishii, 2000）。そして先
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進的な SPAブランドは，ブランド・アイデンティティを
訴求するアイテムを意図的にポートフォリオに加えるこ
とで，市場動向への対応とブランドの差別化を両立させ
てきた（Ogawa, 2006）。
もちろん流通段階，特に小売段階の垂直統合は，あら
ゆる製造業者が実行可能なオプションではない。しかし
今日では，ECサイトの構築・運営を支援するサービス
が次々と現れており，それによって消費者への直接販売
が容易に実行できるようになっている。また取引制度を
変更することで，垂直統合に近い体制を確立することも
可能である。たとえばパナソニックは，一部の家電製品
に指定価格制度を導入し，流通段階の在庫リスクを負う
代わりに小売価格を統制している。同社を含む家電製造
業者はそれまで，値崩れを防ぐための表層的なモデルチェ
ンジに忙殺されていた。しかし指定価格制度の導入と小
売価格の安定化により，同社はマイナーなモデルチェン
ジを繰り返す必要がなくなり，差別化された製品を開発
するための時間的余裕を取り戻すことができた
（Yamaguchi, 2024）1)。
上記のとおり，流通段階の垂直統合や取引制度の変更
は，新製品の開発・育成ペースや製品ポートフォリオを
自律的にコントロールする術を，製造業者に与えるもの
となろう。

3．製造業者自身が変わる
以上に挙げた 2つの方策は，「流通業者の熾烈な価格
競争やシビアな品揃え行動が，差別化された製品の開発
を制約していること」を前提に，その制約を緩和するこ
とに主眼を置いていた。しかし重要なことに，流通業者
の行動やチャネル構造を変えることは，差別化された製
品の開発を保証するものではない。なぜなら自社製品の
流通環境を変えることができたとしても，製造業者自身
が「同質的な新製品の連続投入」という旧来の製品開発
方針に拘泥していれば，そこで開発される製品は当然，
差別化水準が低いものになるからである。
第 3節で述べたように，同質的な新製品の連続投入

は，既にその有効性を失っている。成熟化が進む今日の
市場においては，むしろコモディティ化の圧力に抗って，
製品の差別化水準を高めることが求められている。この
ことは，「提供価値の設計方法」，つまりポジショニング
を問い直さなければならないことを意味している。
一般的なマーケティングの教科書は，ポジショニング
を，「製品カテゴリーに共通する属性に基づいて競合製品
群の位置を識別し，その上で自社製品の位置取りを定め

ること」という形で説明している。Yuki（2024）は，こ
うした製品群の相対的位置関係を拠り所とするポジショ
ニングを「相対性ポジショニング」と命名し，それが製
品差別化に貢献しないことを報告している 2)。加えて彼
は，実証分析を通じて，「自社製品が顧客に提案可能な価
値は何か」，「その価値は，自社製品のみと結びつくだけ
のユニークさを備えているか」という問いに主眼を置く
「独自性ポジショニング」が，製品差別化に貢献すること
を見出している。
この Yuki（2024）のファインディングスに基づけば，
製造業者が差別化された製品を開発するためには，流通
業者の行動やチャネル構造を変えるのみならず，製造業
者自身も変わること，つまりは製品開発の拠り所となる
ポジショニングについて，その力点を相対性から独自性
へとシフトさせることが重要になる。

VI．おわりに

マーケティングのミッションは，「自社製品を，価格競
争に持ち込まずに大量販売すること」にある。このミッ
ションを達成するために，わが国の製造業者は「同質的
な新製品の連続投入」と「流通系列化」を推進してきた。
しかし流通業者へのパワーシフトと製品のコモディティ
化によって，こうした旧来のマーケティングは機能不全
に陥っている。
今日では，同質的な新製品を連続投入してみても，個
別需要や支払い意思額は増大しない。それゆえ，機能不
全化したマーケティングの有効性を取り戻すためには，
高度に差別化された製品の投入が必要になる。しかしな
がら，強いパワーを有する流通業者に自社製品の再販売
を頼りながら，差別化された製品を開発することは困難
である。なぜなら，寡占的流通業者の熾烈な価格競争や
シビアな品揃え行動は，製品のコモディティ化を促す効
果を有しているからである。したがって，マーケティン
グの有効性を取り戻すためには，単に「差別化された製
品を開発すること」ではなく，「コモディティ化を加速さ
せている流通業者を頼りながら，製品差別化を目指すと
いうジレンマを解消すること」が求められる。このジレ
ンマ解消こそが，マーケティングの再生条件となる。
前節では，マーケティングを再生させるための具体的
方策として，（1）流通業者の行動を変える，（2）チャネ
ル構造を変える，（3）製造業者自身が変わる，という 3

つのオプションが提案された。ただし，流通業者の行動
やチャネル構造を変えるという前者 2つの方策と，製造
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業者自身が変わるという 3つ目の方策は，次元が異なる
ことに留意が必要である。稿を閉じるにあたり，この点
について付言することにしよう。
図 4に示すとおり，流通業者の行動やチャネル構造を
変えるという方策は，「流通業者の熾烈な価格競争やシビ
アな品揃え行動が，差別化された製品の開発を制約して
いること」を前提に，その制約をどのように緩和・打破
できるか，という点にフォーカスしていた。つまりこれ
らの方策は，「製品差別化の方策」そのものではなく，「差
別化された製品を開発可能な環境・体制を整えるための
方策」を論じている。他方で，製造業者自身が変わると
いう第 3の方策は，製品差別化そのものの方策（ポジ
ショニング）にクローズアップしている。
重要なことに，図 4の左側に示された 2つのオプショ
ンを採用しただけでは，十分な製品差別化は実現できな
いかもしれない。というのも，「差別化された製品を開発
可能な環境・体制」を仮に整えたとしても，そこで開発
される製品が相対性ポジショニングに基づくものである
限り，当該製品は競合製品の中に埋没してしまうはずだ
からである。同様に，図 4の左側に示された方策を無視
したままに，ポジショニングの力点を独自性にシフトさ
せても，やはり差別化された製品を開発することは困難
になるであろう。なぜならば，熾烈な価格競争やシビア
な品揃え形成を行う流通業者を頼る限り，製造業者は
次々に排除される製品の穴を埋めるべく，次から次へと
新製品を市場化しなければならならず，そうした過剰な
プレッシャーが「ユニークな提供価値を設計するための
時間的余裕」を奪ってしまうからである。したがって製
品差別化を実現するためには，4P の Place と STP の
Positioningを同時に管理しなければならない，というこ
とになる。以上が本論の結論である。

注
1） パナソニックは製品開発の時間的余裕を取り戻したことで，
新しいコンセプトに基づく卓上食洗器を開発できた。それ
は，従来のターゲットであったファミリー層ではなく，単
身世帯層に向けて開発された「SOLOTA」という食洗器で
ある。同社は，それまでマイナーなモデルチェンジに費や
していた開発リソースを，SOLOTAのフルモデル開発に投
入し，サイズが業界最小で，かつ狭いキッチンにも設置可
能な食洗器を誕生させた（Yamaguchi, 2024, pp. 27–28）。

2） 相対性ポジショニングは，第 2節で述べた「同質的な新製
品の連続投入」と親和性が高い。より踏み込んで言えば，
「競合製品と同種の提供価値（製品属性）について，その水
準を絶えず向上させる」という製品開発方針は，相対性ポ
ジショニングと表裏一体の関係にある。
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